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第 ０ ９ － １ ７ ７ 号  
２００９年１０月３０日 

平成２２年３月期 第２四半期決算について 
 

ＡＮＡグループでは、本日１０月３０日（金）、平成２２年３月期 第２四半期決算を取りまとめました。

詳細は別添の「第２四半期決算短信」をご参照ください。 
 
１．平成２２年３月期 第２四半期の連結業績 
（１）連結経営成績 
①概況 
・ 昨年の金融危機に端を発した世界的景気後退に加え、５月中旬以降に日本国内で

流行し始めた新型インフルエンザの影響により、非常に厳しい経営環境となりまし

た。 
・ こうした環境下、今夏においてはグループをあげて「ＡＮＡ夏の大作戦」を展開し、個

人プレジャー需要の取り込みを強化しました。 
・ 費用面では、２００９年度経営計画、０９年度緊急収支改善策を推進し、コスト削減に

努めました。 

各種増収、コスト削減施策に努めましたが、需要低迷、単価の下落を補うことには至らず、当

期の連結経営成績は、営業損失が２８２億円、経常損失は４１５億円、四半期純損失は２５３億

円となりました。 
                                                単位：億円（前年同期比を除き、単位未満は切り捨て） 

【連結経営成績】 平成２２年３月期 
第２四半期累計期間 

平成２１年３月期 
第２四半期累計期間 増減 前年 

同期比(%) 
営 業 収 入 ６，１１８ ７，５３３ ▲１，４１５ ８１．２ 
営 業 費 用 ６，４００ ７，０３４ ▲  ６３４ ９１．０ 
営 業 損 益 ▲  ２８２ ４９８ ▲  ７８１ ―― 
営 業 外 損 益 ▲  １３２ ▲  １０３ ▲   ２９ ―― 
経 常 損 益 ▲  ４１５ ３９５ ▲  ８１０ ―― 
特 別 損 益     ０ ▲    ８ ８ ―― 

四半期純利益または純損失 ▲  ２５３ ２２０ ▲  ４７４ ―― 
 

単位：億円（前年同期比を除き、単位未満は切り捨て） 
平成２２年３月期 
第２四半期累計期間 

平成２１年３月期 
第２四半期累計期間 増減 

【セグメント情報】 
売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益 

航 空 運 送 事 業 ５，４００ ▲２８７ ６，６６８ ４８２ ▲１，２６８ ▲７６９ 
旅 行 事 業 ８７５ ▲  ６ １，０２４ ２ ▲  １４８ ▲  ９ 
そ の 他 の 事 業 ６９１ ８ ７４８ １１ ▲   ５７ ▲  ２ 

※連結子会社７２社  持分法適用非連結子会社５社 持分法適用関連会社１９社 
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②国内線旅客事業 
・ 景気後退によるビジネス需要の低迷に加え、新型インフルエンザの影響による企業

の出張制限やキャンセルの発生、また競合他社や他交通機関との競争が一層熾烈

化するという非常に厳しい環境におかれました。 
・ 新運賃「シニア空割」の設定や「スカイメイト運賃」「旅割」の値下げによる個人旅行、

また大手旅行会社との共同企画による家族向け旅行商品の設定など、プレジャー需

要喚起型施策により、需要の取り込みに努めました。 

シルバーウイーク期間では、前年同期を１５％以上上回る旅客数となりましたが、結果として、

旅客数、旅客単価ともに前年実績を下回り、売上高は前年同期実績を下回りました。 

（前年同期比を除き、単位未満は切り捨て） 

【国内線旅客事業】 平成２２年３月期 
第２四半期累計期間 

平成２１年３月期 
第２四半期累計期間 増減 前年 

同期比(%) 
売上高（億円） ３，２４４ ３，７２５ ▲  ４８１ ８７．１ 
旅客数（千人） ２０，２０６ ２２，２８１ ▲２，０７４ ９０．７ 
座席キロ（百万座席キロ） ２９，５５９ ３０，４５２ ▲  ８９３ ９７．１ 
旅客キロ（百万人キロ） １７，９６０ １９，５４２ ▲１，５８２ ９１．９ 
利用率（％） ６０．８ ６４．２ ▲  ３．４ － 

 

 
③国際線旅客事業  
・ 世界的景気後退に加え、新型インフルエンザの影響による業務渡航自粛、また海外

旅行取り止めなど６月までは旅客数の低迷が続き、非常に厳しい環境となりました。 
・ 国内線同様に７月より展開した「ＡＮＡ夏の大作戦」では、羽田－グアムチャーター便

の設定や成田－ホノルル臨時便の設定、３名様以上のグループ向けの新運賃「スー

パーエコ割グループ」の設定などプレジャー需要を中心に取り込みを強化しました。 
・ また７月より中国個人観光ビザの申請受付を契機に、来日中国人旅客の需要喚起、

販売強化に努めました。 

結果として、８月以降の旅客数は前年実績を上回る需要回復の兆しが見られましたが、第１

四半期の需要減退の影響により旅客数は前年同期実績を下回りました。加えてビジネスクラス

の利用減少などにより旅客単価が下落したことから、売上高も前年同期実績を下回りました。 

（前年同期比を除き、単位未満は切り捨て） 

【国際線旅客事業】 平成２２年３月期 
第２四半期累計期間 

平成２１年３月期 
第２四半期累計期間 増減 前年 

同期比(%) 
売上高（億円） １，００９ １，６５６ ▲６４６ ６１．０ 
旅客数（千人） ２，１８６ ２，３３５ ▲１４８ ９３．６ 
座席キロ（百万座席キロ） １３，４７５ １４，２２７ ▲７５１ ９４．７ 
旅客キロ（百万人キロ） ９，７５０ １０，３７６ ▲６２５ ９４．０ 
利用率（％） ７２．４ ７２．９ ▲０．６ － 
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④貨物事業 
・ 国内線は、宅配貨物は沖縄発着便を中心に堅調に推移しましたが、機材小型化の

影響もあり、輸送重量は前年同期実績を下回りました。 
・ 国際線は、中国の内需刺激策を受け、需要は本年２月を底に徐々に回復の動きを見

せております。しかしながら、競争の更なる熾烈化また燃油特別付加運賃（燃油サー

チャージ）改定などもあり、輸送重量、単価ともに前年同期実績を下回りました。 
  
結果として、国内線、国際線ともに輸送重量、売上高ともに前年同期実績を下回りました。 

（前年同期比を除き、単位未満は切り捨て） 

【貨物事業】 
平成２２年３月期 
第２四半期累計期

間 

平成２１年３月期 
第２四半期累計期間 増減 前年 

同期比(%) 

売上高（億円） １５８ １６５ ▲  ６ ９６．２ 
輸送重量（千トン） ２２９ ２３５ ▲  ５ ９７．５ 

国

内

線 有償貨物ﾄﾝｷﾛ（百万ﾄﾝｷﾛ） ２２７ ２２９ ▲  １ ９９．２ 
売上高（億円） ２２８ ４１４ ▲１８５ ５５．２ 
輸送重量（千トン） １８６ １９７ ▲ １０ ９４．５ 

国

際

線 有償貨物ﾄﾝｷﾛ（百万ﾄﾝｷﾛ） ８１９ ９１５ ▲ ９５ ８９．６ 
 
 
（２）連結財政状態 
・ 資産の部では、公募増資や借入による資金調達の結果、手元資金が増加するとともに、航

空機への投資により固定資産が増加しました。 
・  有利子負債は、新規の借入により６４３億円増加しました。 
・ 自己資本は、公募増資を行ったことなどから１，４５２億円増加の４，６７０億円、自己資本

比率は２４．１％、Ｄ／Ｅレシオは２．１倍となりました。 

（単位未満は切り捨て） 

【連結財政状態】 平成２２年３月期 
第２四半期累計期間 平成２１年３月期 増減 

総資産（億円） １９，３６０ １７，６１０ １，７４９ 
自己資本（億円）  （注１） ４，６７０ ３，２１８ １，４５２ 
自己資本比率（％） ２４．１ １８．３ ５．８ 
有利子負債残高（億円） （注２） ９，６１６ ８，９７２ ６４３ 
Ｄ／Ｅレシオ（倍） （注３） ２．１ ２．８ ▲０．７ 
注１：自己資本は純資産合計から少数株主持分を控除しています。 

注２：有利子負債残高にはオフバランスリース負債は含みません。 

注３：D／E レシオ＝有利子負債残高÷自己資本 
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（３）連結キャッシュ・フローなどの状況 
・ 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当四半期純損失に、減価償却費や 
税金などの調整の結果、７１３億円の収入となりました。 
・  投資活動によるキャッシュ・フローは、航空機関連の投資を行った結果、２，２４０億円の
支出となりました。 
・  財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済を進める一方、公募増資や新規の
借入により資金調達を行った結果、１，９３７億円の収入となりました。 

単位：億円（単位未満は切り捨て） 

【連結キャッシュ・フローなど】 平成２２年３月期 
第２四半期累計期間 

平成２１年３月期 
第２四半期累計期間 

営業活動によるキャッシュ・フロー ７１３ ２６４ 

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲２，２４０ ▲４３４ 

財務活動によるキャッシュ・フロー １，９３７ ５５９ 

現金および現金同等物期末残高 （注１） １，８４３ ２，１９０ 

減価償却費 ５５７ ５５３ 

注１：満期 3 カ月超の定期預金、譲渡性預金を含めた手元資金残高は２，５５０億円となります。 
 
２．通期の見通し 
・ 新型インフルエンザによる需要減退に加え、昨年来継続する需要低迷による個人や企業の
低価格志向の強まりに伴う単価下落は想定以上に激しくなっております。 
・ こうした状況において、当社は期初から前期比７３０億円規模のコスト削減策に加え、第一四

半期終了時点において通期で３００億円規模の収支改善策を掲げ、それぞれの対策につい

て通期での目標達成を見込んでおります。 
・ しかしながら、下半期におきましても景況感に回復の兆しは見られますが、先行きへの不透

明感は払拭されず、需要および単価について当初想定以上に回復に時間を要すことが想定

されます。 

   かかる状況から、あらためて今後の見通しについて精査した結果、業績予想を下記のとおり 
変更いたします。 
また、期初の段階で未定としておりました、配当予想につきましては、無配とさせていただきます。 

単位：億円（単位未満は切り捨て） 

【平成２２年３月期見通し】 修正予想 
 

期初予想 
 

 
増減 

 

前年実績 
（平成２１年３月期） 増減 

営 業 収 入 １２，６００ １３，５００ ▲９００ １３，９２５ ▲１，３２５ 
営 業 利 益 ▲２００ ３５０ ▲５５０ ７５ ▲  ２７５ 
経 常 利 益 ▲４５０ ５０ ▲５００ ０ ▲  ４５０ 
当 期 純 利 益 ▲２８０ ３０ ▲３１０ ▲４２ ▲  ２３７ 

以 上 


